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第 章２  

地域福祉をめぐる 
羽村市の現状と課題 
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１ 人口・世帯の推移からみた現状と課題 

（１）人口・世帯数の推移 

本市の人口の推移を見ると、平成 12 年以降はほぼ横ばい傾向にありますが、平成

12 年の人口 55,532 人と平成 19 年の人口 55,674 人を比較すると、0.3％の微増

となっています。一方、世帯数を見ると、平成 12 年は 21,642 世帯でしたが、平成

19 年には 23,255 世帯となり、7.5％増加しています。 

人口に比較して世帯数の増加率が高く、それにともなって１世帯あたりの平均構成

人員は、平成 12 年には 2.6 人でしたが、平成 19 年には 2.4 人に減少しています。 

将来人口推計等から、今後も引き続き世帯構成人員は減少傾向にあると予測され、

保育や介護など世帯内で助けあう機能の低下が予想されます。 

 

（２）高齢者のみの世帯の増加 

本市における高齢者世帯数の推移をみると、高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯の増加

傾向が続いており、高齢単身世帯は、平成 12 年は 1,421 世帯でしたが、平成 19 年

には 2,191 世帯となり、54.1％増加しています。 

また、高齢夫婦世帯は、平成 12 年は 922 世帯でしたが、平成 19 年には 1,644

世帯となり、78.3％増加しています。 

今後、総人口に占める高齢者の割合が増加することから、こうした傾向がさらに高

まると予測され、高齢化に伴う諸問題が顕在化すると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：人口・世帯数の推移は、各年１月１日現在 
  高齢単身世帯・高齢夫婦世帯は、各年４月１日現在 資料：住民基本台帳 

人口・世帯数の推移

52,000

53,000

54,000

55,000

56,000

平成12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

人口 世帯数23,255
55,674人55,532人

世帯数21,642

1,6441,5271,4141,3101,2261,1251,026922

1,421 1,464 1,567 1,663 1,800 1,906
2,049 2,191

平成12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

0

1,000

2,000

3,000
世帯数

高齢単身世帯

高齢夫婦世帯
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（３）年齢別構成比の推移 

本市の平成 17 年における年齢３区分別人口の構成比は、年少人口（０～14 歳）

が 14.7％、生産年齢人口（15～64 歳）が 69.5％、高齢人口（65 歳以上）が 15.8％

の割合となっています。 

これを東京都及び全国平均と比較すると、年少人口と生産年齢人口の構成比が東京

都及び全国平均を上回り、高齢人口の構成比は下回っています。 

しかし、全国的な傾向と同様に本市においても、今後、高齢人口が急激に増加する

一方で、生産年齢人口の構成比が低下することが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.7 65.8 20.1

11.3 69.1 18.3

14.7 69.5 15.8

16.0 72.3 11.7

17.0 74.6 8.4

0 20 40 60 80 100

平成７年

平成12年

平成17年

平成17年

平成17年

％

羽村市

東京都

全　国

年少人口
（０～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

高齢人口
（65歳以上）

年齢別構成比の推移 

注：年齢不詳は除く 資料：国勢調査  
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（４）世帯構成の変化 

本市の類型別世帯構成比は、「夫婦のみ」または「夫婦と子ども」で構成される「核

家族世帯」が多くを占め、平成 17 年では 62.1％と東京都平均の 51.0％や全国平均

の 57.9％を大きく上回っています。また、核家族世帯の構成比は平成 12 年と平成

17 年を比較すれば減少しているものの、世帯の実数としては 184 世帯増加していま

す。 

なお、単身世帯数についてみると、平成 12 年には 5,612 世帯でしたが、平成 17

年には、6,824 世帯となり、1,212 世帯の増加となっています。 

単身世帯の増加や核家族化の進行など、本市においても家族構成が変化しており、

今後もその傾向は続くものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

                                               

57.9 12.1 0.5 29.5

51.0 5.6 0.9 42.5

62.1 6.7 0.7 30.5

65.4 7.3 0.6 26.8

0 20 40 60 80 100

平成12年

平成17年

平成17年

平成17年

％

羽村市

東京都

全　国

核家族世帯　　　　　　　　　　　　三世代　　非親族　　単身世帯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯等　　世帯

夫婦のみ　　　　　　　夫婦と子ども　　　　ひとり親と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子ども

17.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39.6　　　8.2

18.1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35.0　　　9.0

17.4　　　　　　　　　　　　　25.9　　　　　7.7

19.6　　　　　　　　　　　　　　　29.9　　　　　　8.4

(13,705)

(13,889)

(5,612)

(6,824)

注：（   ）内は世帯数 資料:国勢調査 

世帯構成の変化 
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（５）推計人口に占める高齢者の割合 

本市の総人口に占める高齢者（65 歳以上）の割合（高齢化率）は、15.8％（平成

17 年国勢調査）と東京都平均の 18.3％や全国平均の 20.1％よりも低くなっていま

す。    

しかし、今後高齢化が急速に進み、平成 27 年には東京都平均を上回り、平成 32

年には全国平均に達すると予測されます。 

また、同様に、後期高齢者（75 歳以上）の割合も、東京都平均の 7.8％や全国平均

の 9.1％に対して 6.1％（平成 17 年国勢調査）となっていますが、高齢化の急速な

進行に伴い、平成 27 年には東京都平均を上回り、平成 32 年には全国平均に達する

と予測されます。 

 

 

推計人口に占める高齢者の割合  

 
高齢化率（65 歳以上） 羽村市 東京都 全国

 
後期高齢者の割合（75 歳以上）％ 羽村市 東京都 全国
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75 
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以
上 
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29.229.2

12.1
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26.0

18.3

15.8

20.9

23.9

25.4

17.3

20.1

23.1

26.9

8.8

6.1

4.3

15.7

7.8
6.2

13.5

11.49.6

7.1

9.1

11.2

13.1
15.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

平成12年 17年 22年 27年 32年

注：平成 12 年及び平成 17 年は国勢調査による実績値。平成 22 年以降は推計値。 
資料:東京都総務局統計部 
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（６）少子化及び高齢化の推移 

本市の総人口に占める年少人口（０～14 歳）の割合（年少人口比率）は、減少傾

向が続いており、平成 32 年においては 12.2％に低下すると推計されます。 

一方、高齢化率は、平成 17 年時点ではまだ低いものの、今後東京都及び全国平均

と比較して増加率が高まり、平成 22 年には東京都平均に、また、平成 32 年には全

国平均に達すると推計されます。 

 

 

 
少子化及び高齢化の推移 

 

年少人口比率（0～14 歳） 
高齢化率（65 歳以上） 

 羽村市 東京都 全国

 ％ 羽村市 東京都 全国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高
齢
化
率

年
少
人
口
比
率

注：平成12年及び平成 17 年は国勢調査による実績値。平成 22 年以降は推計値。 
資料:東京都総務局統計部 
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２ アンケート調査結果からみた現状と課題 
 

本市では、地域福祉計画の策定に先立って、平成 18 年 12 月に 20 歳以上の市民

1,000 人を対象にアンケート調査を実施しました。（実施概要は資料編に掲載） 

アンケート調査結果の分析からは次のような現状や課題が抽出されます。 

 

（１）隣近所とのつきあい方 

隣近所とのつきあい方については、現状では「会えばあいさつをかわす程度」、「た

まに立ち話をする程度」といった比較的浅いつきあいが多数を占め、深い近隣関係を

望まない人が多い傾向がうかがえます。 

その一方で、今後希望する隣近所とのつきあい方としては、「一緒にお茶を飲んだり、

留守のとき声をかけあう程度」や「困ったときには相談したり、助けあう」という、

現状よりも親しい隣近所とのつきあい方を望む人も多くみられ、人々がつながりを持

つことを望んでいても、現実には難しい状況がうかがえます。 

また、日常生活が不自由になったときに地域の人にしてほしいこととして、約半数

の人が「安否確認の声かけ」を希望しているのをはじめ、約３割の人が「具合が良く

ない時に、病院や市役所に連絡する」、「通院の送迎や外出の手助け」、「話し相手や相

談相手」などを希望し、多くの人は、日常的には深いつきあいは望まないものの、困

ったときには助けあいたいと望んでおり、いざというときには近隣関係を頼りにして

いることがうかがえます。 

今後の課題としては、市民が身近に交流できる機会や自主的に活動するための環境

づくりなどがあげられます。また、町内会・自治会やサークル活動などを支援して、

地域活動の活性化を図ることも課題となっています。 
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21.8 22.0 26.1 15.6 1.4 13.0

困った時には

相談したり

助けあう

一緒にお茶を飲ん

だり留守のときに

声をかけあう程度

たまに

立ち話を

する程度

会えば

あいさつを

かわす程度

つきあいが

ほとんどない 無回答

0 20 40 60 80 100

日頃のつきあい方

今後希望する　　

　　　つきあい方

％

10.8 1.98.237.233.38.8

n＝486 
隣近所とのつきあい方  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.7

24.7

30.9

34.4

37.4

56.0

0 10 20 30 40 50 60

安否確認の声かけ　　　　　　

具合が良くない時に、　　　　

病院や市役所などに連絡する　

通院の送迎や外出の手助け　　

話し相手や相談相手　　　　　

ちょっとした買い物やゴミ出し

食事を作ったり、　　　　　　

掃除や洗濯の手伝い　　　　　

％

n＝486 

日常生活が不自由になったときに地域の人にしてほしいこと（主な回答） 
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（２）住民と行政の関わりや住民相互の協力関係 

福祉サービスを充実させていくうえでの地域住民と行政との関係のあり方について

は、「行政も住民も協力しあい、ともに取り組むべきである」との意見が５割を占め、

「行政の手の届きにくい課題については住民が協力していくべきである」との意見も

２割近くみられます。 

また、住民相互の協力関係の必要性については、「かなり必要だと思う」という人が

約４分の１で、「まあ必要だと思う」という人が約４割であり、合わせて約３分の２の

人が「必要」としています。 

住民と行政との協働関係や住民相互の協力関係が必要と認識している市民が多数を

占めていることから、具体的な施策の推進にあたっては、「住民と行政の協働」や「住

民、ボランティア、ＮＰＯ、社会福祉協議会等との相互の連携」といった視点からの

支援策が課題となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.0

50.0

17.9

5.8

0 10 20 30 40 50

福祉サービスを実現する責任は行政にあるので、

住民は特に協力することはない　　　　　　　　

行政の手の届きにくい課題については、　　　　

住民が協力していくべきである　　　　　　　　

行政も住民も協力しあい、　　　　　　　　　　

ともに取り組むべきである　　　　　　　　　　

まず家庭や地域で助けあい、　　　　　　　　　

できない場合に行政が援助すべきである　　　　

％

n＝486 

福祉サービスを充実させていくうえでの地域住民と行政との関係のあり方 

（主な回答）

 

かなり必要だと思う
23.9%

無回答
2.9%

ほとんど必要だと
思わない

1.0%

まあ必要だと思う
43.4%

どちらともいえない
26.1%

あまり必要だと
思わない

2.7%

n＝486 

住民相互の協力関係の必要性 
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（３）地域活動への参加 

地域活動に参加している人は約４割であり、参加している活動としては、｢町内会・

自治会での活動｣が７割を超えていて最も多く、ついで「スポーツ・レクリエーション

団体活動」（３割弱）、「学校、ＰＴＡ、子ども会等の活動」（２割強）となっています。 

また、活動への参加頻度は、半数近くの人が「年に数回」、約４分の１の人が「月に

１～２回くらい」となっており、参加の頻度が少ないことがうかがえます。 

一方、参加していない人の理由としては、「機会がないから」「仕事が忙しくて余裕

がないから」「自分の生活で精一杯だから」といった理由をあげた人がそれぞれ３割程

度おり、仕事のうえでの制約を除くと、地域活動への参加の機会の創出などに課題が

あると考えられます。 

また、今後参加したい地域活動は、｢スポーツ・レクリエーション活動｣｢ボランティ

ア・ＮＰＯ・市民活動」が、それぞれ３割を超えていますが、一方で、約４分の１の

人が「特に参加するつもりはない」と回答しており、地域活動への関心が低い人もい

ます。 

今後は、町内会・自治会や市民活動・ボランティア・ＮＰＯ団体に関する情報提供

や、定年退職者等に対する地域活動への参加を促すための取り組みなど魅力ある活動

のあり方づくりが課題となっています。 

 
 

無回答
1.9%

参加していない
57.4%

参加している
40.7%

地域活動への参加の有無 

n＝486 
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7.6

12.1

14.1

23.7

27.3

71.7

0 20 40 60 80

町内会・自治会での活動　　　　　　　　

スポーツ・レクリエーション団体活動　　

（指導を含む）　　　　　　　　　　　　

学校、ＰＴＡ、子供会等の活動　　　　　

老人クラブでの活動　　　　　　　　　　

ボランティアやＮＰＯ（民間非営利組織）

などにおける地域活動　　　　　　　　　

小地域ネットワーク活動　　　　　　　　

（社会福祉協議会が推進する活動）　　　

％

n＝198 
参加している地域活動（主な回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年に数回
46.5%

無回答
2.0%

月に1～2回くらい
25.3%

月に3～4回くらい
13.6%

月に5回以上
12.6%

n＝198 
活動への参加頻度  
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10.8

19.0

20.1

26.9

29.7

32.3

33.0

0 10 20 30 40

機会がないから　　　　　　　　　　　

仕事が忙しくて余裕がないから　　　　

自分の生活で精一杯だから　　　　　　

時間がないから　　　　　　　　　　　

自分の趣味や余暇活動を優先したいから

活動の内容や参加方法がわからないから

興味や関心がないから　　　　　　　　

％

n＝279 
参加していない理由（主な回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

26.1

2.1

22.0

30.9

32.9

0 10 20 30 40

スポーツ・レクリエーション活動　　　　　　

（各種スポーツ、芸術文化活動、生涯学習など）

ボランティア・ＮＰＯ・市民活動　　　　　　

（福祉・子育て、スポーツ・レクリエーション、

防犯・防災、環境、まちづくりなど）　　　

地縁的な活動　　　　　　　　　　　　　　　

（町内会・自治会、婦人会、老人クラブなど）　

その他の活動（商工会、業種組合など）　　 　

特に参加するつもりはない　　　　　　　　　 

％

n＝486 
今後参加したい地域活動（主な回答） 
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（４）情報提供活動 

市の福祉や保健にかかわる相談窓口や相談機関についての市民の認識の度合いをみ

ると、「保健センター」「民生委員・児童委員」「社会福祉協議会」は７割から８割程度

の高い認識度がありますが、新しい制度である「地域包括支援センター」や「子ども

家庭支援センター」は「知らない」とする人が半数を超えています。また、「成年後見

制度」などの法律や福祉などにかかわる制度や言葉についても「知らない」との回答

が半数を超えています。 

さらに、福祉サービスや保健・医療の制度やしくみについては、「ややわかりにくい」

「かなりわかりにくい」との回答が半数近くあり、その理由として、「情報が少ないか

ら」「情報を入手しにくいから」とする人がそれぞれ半数を占めています。また、福祉

サービスを利用しやすい環境を整備するために充実すべきこととして、４分の３以上

の人が、「わかりやすい情報の提供」を望んでおり、情報提供活動を充実させていくこ

とが課題となっています。 

 

 

3.9 67.9 17.9 10.3

39.5 45.1 9.5 6.0

9.7 58.6 23.9 7.8

2.5 33.5 52.1 11.9

0.6 17.9 70.0 11.5

0 20 40 60 80 100

地域包括支援センター　

子ども家庭支援センター

社会福祉協議会　　　　

保健センター　　　　　

民生・児童委員　　　　

知っているが、
利用したことはない

知っており、
利用したことがある

知らない 無回答

％

n＝486 

市の福祉や保健にかかわる相談窓口や相談機関についての認知状況  
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9.9 21.2 62.3 6.6

19.8 20.2 52.9 7.2

8.4 24.9 60.1 6.6

4.1 17.9 72.2 5.8

21.0 21.4 51.4 6.2

0 20 40 60 80 100

成年後見制度　　　　　

地域福祉権利擁護事業　

小地域ネットワーク活動

ユニバーサルデザイン　

ノーマライゼーション　

知っている　　　　　　　　　　　　　　　　知らない　　　　　　　無回答

聞いたことが
ある程度

％

福祉にかかわる制度や言葉についての認知度 n＝486 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ややわかりにくい
29.4%

どちらともいえない
37.2%

まあわかりやすい
13.8%

かなりわかりにくい
14.8%

無回答
2.9%

かなりわかりやすい
1.9%

n＝486 

福祉サービスや保健、医療の制度やしくみの分かりやすさ 
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18.1

28.8

48.4

48.4

0 10 20 30 40 50

情報が少ないから　　　　

情報を入手しにくいから　

仕組みが複雑だから　　　

説明や情報が専門的だから

％

わかりにくいと思う理由（主な回答） 
n＝215 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.4

23.7

27.0

31.7

40.9

75.9

0 20 40 60 80

わかりやすい情報の提供　　　　　

経済的な負担の軽減　　　　　　　

相談や苦情にいつでも対応できる　

窓口の設置　　　　　　　　　　　

障害のある方や高齢者に対する配慮

サービスの質の向上　　　　　　　

サービスの種類、量の確保　　　　

％

利用しやすい環境を整備するために充実すべきこと（主な回答） 

n＝486 
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